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　 The　purpose　of 　this　paper 　is　to　exaluine しhe　foresi曾1［t　and 　the　limit，ation 　of しhe　humarl　rights 　articles

t｝lat　Beate　 Shireしa　drafted　 i【1　the　 third　 chapter 　 of　the　 Constitut，ion　 of　Japan．　We 　 investigatedしhe

hoped −ror　resuLts 　foll　whidL 　Beate　ShirotaくII・afしed 　the　articles ．　We 　studied しhe　related 　GHQ 　documellts
，

post、ivar　literature，　interviews　with 　Beate　Shireta　and 　her　autobiography ．　And 　we 　iiwestigatcd　t上しe　draft

consUtutio 駐 by　the　Gonstitutional　Rcsearc止1　Group ，　because　the　Group 　as　 well 　as　Beaしe　Shirota　had

sしudied 　the　same 　models 　before　they　prepared 　their　draft．　The　models 　were 　the　Constitution　of　their

chosen 　c （，untries．　We 　fQLmd　three　poiIlts　as　the　foresight：1，to　granゼ
6equality

　in　the　famiLy．、，　of 　men

and 　women
”

；H ．〔1）t【） provide
“
protectlon 　of 　motherhood ，

”
　（2）

’‘
abolitioIl 　of 　discrimina廿on 　 against

lllegit重1nate 　eb ．ildren，
”
　　（3）

‘‘
eqllality 　or 　both　sexes 玉n 　work 　chanees 　a【ld　r

’
el／lul ／eraLion

”
；皿．to　prQvide

“
rights 　for　ch 玉ldrel／．

”
We 　folmd　two 　limitations，　First，　as 　pointed　out 　by 　Beate　S垣 ro しa 　herself，　is　tl／e　fact

that．　her 　draft　did　not 　prov正de　 social 　welfare 　for　elderly 　pe匸）P監e．　Sec〔〕nd 　is　the　absence 　of　prev 重sion　of

homes 　as　a　human　right ，

　　　　　　　　　　　　 （Received　Apri16，1998；Accepted　in　revlsed 　form　September 　16，1999）

Keywords ： Beatc　Shireta’s　draft ベ ア テ ・シ ロ タ草 案，　 the　Constitntienal　Research　Group 　憲法研究

会，the　 Constitution〔♪f　Japan　 日本国憲法，　 the　 human　rights　 articles　人 権条項，　 cqllahty　of　men

and 　woInel1 男女平等，　 the　equal 　oppQrtunity 　in　cducatlon 　教育の 機会の 平等．

　 1．緒　 　言

　 1945年 8 月 14 日 の ポ ツ ダ ム 宣言 の 受諾 に よ り，第

二 次世界 大戦後 の El本 は 民主主義国 と な る こ と に な り，

大 日本帝国憲法は新しい 日本国憲法に改正 され る こ と

と な っ た，田中 （1979） に よ れ ば，戦後の 日本 を統治

して い た 連合国最高 司令官総 司令部 （General　Head−

quarters； GHQ と記す）の マ ッ カーサ ーは，当初は H

本側の 自主的改憲に期待 して い たが ，日本側の 改正案

が きわ め て保守的で ある こ とを知る と，日本側 の案の

修丁Eに時間をかけ る よ りも，連合国偵1」が受諾 し うる 基

本的な諸原則を含む モ デ ル 憲法を提供す る こ とが最も

効果的 だ と 考 え た．入権 に 関 して は，1946 年 1 月 ll

円
，

マ ッ カーサ ー （Dollglas　MacArthur） に 送付 さ れ

た米国 SWNCC −228 「日本統治体制 の 改革」で 1日本

臣民及び 日本の統治権の 及 ぶ範囲内に あ るすべ て の 人

に 対 し，基本的人 権を保障 す る こ と」と い う包 括 的 な

指針が 提示 さ れ て い る．1946年 2 月，マ ッ カ ーサ ー

は ，マ ッ カーサ
ー・ノ

ー
トとよば れ る 3 原則以外 の モ

デ ル 憲 法 作 成 に 関 し て，ホ イ ッ トニ
ー

（Courtney

Whitney）民政周長に 全権を託 した．モ デ ル 憲法の 作

成 に は，GHQ の 民生局ス タ ッ フ が あた り，憲法 草案

（GHQ 第
．一

次案） を作成 し た．

（5 ）
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　竿首等は，中西等 （1998）に よ り，凵本 国 憲 1ナ第 3

章入権条項の うち，第 24 条 「家庭に お ける 男女平等亅

と 第 26 条 1教 育 の 機会 の 平 劇 の モ デ ル とな っ た ，

GHQ 第
一

次案を起草 し た ベ ア テ ・シ ロ タ （Beat，e　S｝1i−

rota ： 以 後 ベ ア テ と略記） の 起草条項 （ベ ア テ 苧深 ）

が 日本国憲法 に 至 る経緯を系統自Jに把握 し た．ベ ア テ

草案 に は，そ の 先進性 か 認 め られ る に もか か わ らず ，

度 重な る審議 ・修正 の結果，条文に至 らな か っ た もの

もあ る ．GHQ 第
一

次案に お い て は，人権条項 に つ い

て マ ッ カーサ ー・
ノ
ー

トに は触 れ られ て お ら ず，甚本

的 にそ の 発想 は 起 r・ 蓄 の 丁に委 ね られ て お り，内容の

善 し悪 しは 起草者 の 力量 に よ る もの で あ っ た．つ ま り，

人 権条項 の 源泉 は，起草 メ ン バ
ー

の 人的資源に あ っ た

と い える．マ ッ カ
ー

サ
ー

苧：案発表以前 ・以後を含め ，

日本国内 の 諸 々 の 政
1
とや知識集団から憲法草案が 発表

され て い た とは い え，あ くまで総司令部 （マ ッ カーサ

ー
草案）が基盤 とな っ て，日本国憲法が制定 され た と

い う事実 を踏 まえ る と，起↑者 とい う人 的資源の 問題

は きわめ て 重要であ っ た とい える．

　そ こ で 木研究で は，ベ ア テ 草案の 背量 を整理 し考察

を加え，また ベ ア テ が 参考 に した 諸外 同画 2 の 条文 と

の 比較考察 ， 同 じ諸外国憲払 を参考に した憲法研究会

の草案との 比較考察に よ っ て ，ベ ア テ 草案 （GHQ 第

．一．一
次案）の 先進的な部 分 と隈界 の 双方 の 具体的な指摘

を 試 み る こ と に する．

　 2．研究方法 お よび資料

　 まず ，
ベ ア テ 自身の 生 い 立 ちや経験をベ ア テ の イン

タ ビ ュ
ー

。L事や 自伝，先行文献に よっ て 整理 し，卓案

作成 の 占景 を考察 して ベ ア テ 起 r・条 項 の 淵源 を見 い だ

した．ベ ア テ の終歴 とベ ア テ 草禾 作成 の 背景につ い て

は，ベ ア テ 自身の 自伝 （1995）を は じめ ，ベ ァ テ が r刀

め て 起 草 の 圭実 を 明か した Pharr
，
　S．　J．（1992） の 論文，

ユ9．　96 年 5 月 に来日 した 際 の 講 f頁会 K イン タ ビ ュ
・一

に

よ る雑誌記事や 資料 に 共 つ い て 考察を し た．また ，

GHQ 内部 の 動 きや 情報 ，
　 GHQ 草案作成 に つ い て は ，

高柳等 Q972，1）の 原文 と翻訳 を 参照 した ．

　次 に ベ ア テ が参考に した 諸外田憲法の 乗 文 とベ ア テ

草案 を比 較す る こ と で ，ベ ア テ が 雫案に 盛 り込 ん だ 内

容を考察 した．ベ ア テ草案が 参考に した 諸外国害法 の

条文 に閏 して は，大石 （1956）を資料 と して 用 い て ，

比較 し考察 を加 えた ，ま た，ベ ア テ が ．71］．法 卜 墓 を ∫L ：
．

す る約 2 カ月前に 同 じ譖外風 氤法を参考に して 作 られ

た芯 ‘却 廾究会 の 早

．
案と比 使して 考求を加 え た ．日本 の

6

民間意法改 正 案 に つ い て は佐藤 （ユ964）の ，憲法研 究

会 につ い て は メ ン バ ー
の
一

人 で あ っ た鈴木 （1967）の

各文献 を 資料 と して ，ベ ア テ草案との 比較を彳］っ た ．

以 上 に よ っ て ，ベ ア テ v 条の 先進性 と1∫堺 を 見 い だ す

こ と を 試み た．

　 3．結果 と考察

　（D　ベ ア テ 草案作成 の状況

　GHQ 内 の モ デ ル 憲法作成 〔GHQ 第
・
次案）に あた

っ て ，1946年 2 月 3H
，

ホ イ ッ トニ
ー

はケ
ー・

デ ィ ス

陟車中佐 （Charlcs　 L，　 Kades），ハ ッ シ
ー

洫．di　Li．「佐
（Alfled　 R．　 Husspy），ラ ウ エ ル 陸 軍 中佐 （Mile　 E ．

R 〔）va’e11）の
一
三人 に よ り構成 された運営委員会に指示 を

与え，民政局 の 局員 を七 つ の 委員会 （立法権，人権，

司法権，行政権，地方行政，財政，天 皇，条約 そ の 他

諸 々 の 事項）に 配属 した．丹員は割 り当て の委員会で

起草 を担当 し，問題が i．じれば，連 営委 目 食と自由に

討論 で きる こ と に な っ た．　 2 月 4 日
， 民 政 局 員 は 召

集 され，2 月 12 円 まで に モ デ ル 憲法を完成させ る よ

う指 示 された，高柳寺 （1972，1 ，／05） に よ れ ば，

k 草 の 際 に 注 意 す べ きこ と と して
，

人 権条坦 に 関す る

自由；1議で と りあげられ た 内谷 は 以 下 の 串項 で あ る，

　 2 ．憲沙↑案に は ，細か な点を徒 ら に 多 く書き込む

　　べ きで は な い が
， 国民 の 基本権 を 護 る た め に必 要

　　だ と考え ら れ る 易 合に は ，〔権力 に対す る〕制約

　　を は っ き りし た 形 で 規定す べ きで あ る．

　 4 ．新 しい ：思 法 は
，

お そ ら くは ，患 1去上 の 権利に つ

　　い て単一
の 夏木定義 の ない イギ リス ほど流動的で

　　あ っ て は な ら な い だ ろ うが，フ ラ ン ス ほ ど綿巒 な

　　 もの で あ っ て もい けない だろ う．耕 しい 憲法を 起

　　草す る に あた っ て は，主権を完金 に 口民 の ヂに 5一

　　え る とい う こ と を 肚 llす べ き で あ る．天皇 の 役割

　　は，す1父的JPi　L：の 役割の み とされ る べ きで ある，

　 5 ．国連急章に明示的に言及する 必 藁は な い が ，国

　　迂 泓 章 の 諸 原 則 は，我 々 が 憲 法 を起 草 す る L 当た

　　 っ て 念頭に お か れ る べ きで あ る．

　人権条項の 担 当は民俗学者の ピーター ・K ・ロ ウ ス

↑・陸 軍 1．1−；佐 （Pieter　 K ，　Roest） を 責任者 に 口本糾 斉学

者 の ハ
ー

リ
ー・E ・ワ イ ル ズ 博 ヒ CEIarry　E ．　Wildes ）

と ベ ア テ の
」
人で あ っ た。

　ベ ア テ は，自ノ｝の 押 当す る 「女性 の 確利」と 1教 育

の 自曲 1 の 条狽 を 起 草す る 際に ソ ビ エ ト社会 L義共和

国同盟憲法 や ドイ ツ の ワ イマ
ー

ル 憲法，ア メ リ カ合衆

国憲法，フ ィ ン ラ ン ト思 法  を参考に し た と p吾っ て い

「
6 ’
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ベ ア テ ・シ ロ タ 草案の 崩 京 と憲法研 究 会＋ 案

る （1995），ベ ア テ は 諸外 国憲法 か ら，女性 の 権利，

教 育の 自由 ， 労働 者 の 権利等 巧 み に 引用 し なが ら，

「女性 と子供が幸せ に な る た め 」 の 条文 を起草 した．

ベ ア テ が参考に した とkftっ て い る 諸外 国憲法の 条文を

表 1 に整 埋 した ，

　後で論 じ る が ，ベ ア テ等が 起 草した GHQ 草案 と 日

本の私的グ ル ープ患法研究会 の 憲法改正要綱 との 近似

性 が認め られ る が
，

ベ ア テ は ：よ法 研 究会 の F 案 を参考

に した覚え は ない と語 っ て い る．また，戦後 凵本 の 婦

人 解放とともに 再燃 した 婦 人運動 の 影響 も考 え ら れ る

が ，Pharr 〔1992）に よ れ ば
， 起 苧：の 時点 で ベ ア テ と

の 接触は なか っ た ．

　 ベ ア テ を中心 と し た 人権条項起草小 麦員会の 動 きを

以
．．
ドに まとめ る，

　 2 月 4 日 ：都内 12 カ 所 の 図 書館 で 手本 に な る 諸外

団害法を収集す る．

　 2 月 5LI ：ソ ビ エ ト憲法 と ワ イ マ ー
ル 憲法 に 夢 中に

な る．抜きZ き した も の を 塾理 し 女性 の 権利 に ［Aす る

もの を事柄別に分 け る．午後か ら草案の 起草 を始 め る ，

　 2 月 6 日 ：女 性 の 権利 と教育 を受 け る 権利 の 条JY．を

考・き上 げる ．

　 2 月 7FI ：各ll　1の憲法を
’
売み な お し，女性 の 権利 で

見洛 と して い る事柄 が な い か 何度 も硲 認 しな が ら，ロ

ウ ス トと ワ イル ズ が 舞き終わ る の を侍 つ ．

　 2 月 8 日 ：最初 の 糺、則を受け持つ ロ ウ ス トの 。 ［S分 が

未 元成 の まま，運 営委員会へ 提 出 （GHQ 第
一一一・

次案｝．

運営委員会が ベ ア テ の 占：い た条項をチ ェ ッ ク し始め た

の は 夕力 で，作業は 9H 「前中まで持ち越 さ れ る．

　 2 月 9R ：条 文 の 再検討．冗 長 な 文案を手 IH：しす る

よ う命じ られ る （GHQ ．ffMl次案，マ ッ カーサー一‡案），

　 2Jj　 lO 日 ：マ ッ カーサ ーに マ ッ カーサ ー
草案が 抗

出 さ れ る．

　 2 月 12 日 ：辻 官委員会の 最終極討 を経 て
， 完全 な

92 条 の 草案が完成．人権条項は第
一

次案で 41 力条 あ

っ た もの が マ ッ カ
ー

サ
ー　／・

”
．
案で は 31 力条に まで 削減

され る．

　 2 月 13 日 ：GHQ は 「1本側 との 会談で ，日本案が 受

1イ しが た い こ と を告げ る と と もに モ デ ル 膃 法 と し て マ

ッ カーサ ー
  案 を猛示 した．

　 2 月 22H ：幣原 ri相 は GIIQ 案の 受 入れ を閣 1，義決

定 して ，新た な L図 案を作成す る 方向へ と向 か う．

　マ ッ カーサ ー
い 案を も と に した GHQ と 日本政府の

杤衝 の 際に ベ ア テ は 通沢 と して 玄 加 して い る．佐財、

q994 〕に よ れば，現行地暈湖 、 24 条に 国 して は，　 GHQ

が ［本側 に，通訳と し て 活跿 して い る ベ ア テ が 起草 し

た と い う事夷を示 し通す こ と を促 した糾 果 ， 条文 と し

て残 っ た とい え る，以後，「↑本国憲法 に 至 る経緯 と，
ベ ア テ が起 ぎした第

一
次案の 条項 と文言が ど の よ うに

推移 したか に つ い て は，中西 乎 （1998）が 諭じて い る

の で 参照されたい ．

　  　ベ ア テ の 経歴 と起草条項の 淵源

　 日本国憲法の 第 3 辛人権兼項 、こ，第 24 条 1家庭 に

おける男女平 tr」や 第 26条 「教育の 機会 の 平等」 の

元 とな る α IQ ．iE 次 条を起草 した ベ ア テ と は，どの

よ うな人物で あっ た の か ．また
，

こ れ らの 条項 を起 卓

した淵源を考察す る．

　GHQ 第
』
次案 の 廴．　r一に携わ っ た 唯

・
の 女性 で あ る

ベ ア テ ・シ ロ タ 〔当時）は，ベ ア テ （1995）に よれば ，

リス トの 再来 とい われ た ロ シ ア の ピア ニ ス ト，レ オ ・

シ ロ タ と，オ
ー

ギ ュ ス テ ィ
ー

ヌ の 悶 に 1923年 ロ シ ア

系ユ ダ ヤ 人 と して ウ ィ
ーン で 生 まれ た，5 歳の 時 に，

山田 耕筰の招待に よ り東鼠音楽
L
｝銚支 （現東京芸術大学

音楽マ：部ヴ）前身）に 赴任す る こ とに な っ た 父親 レ オ ・

シ ロ タ と共に 来「1，以後，1939乍に ア メ ワカ，カ リ

フ ォ ル ニ ア にある ミル ズ ・カ レ ッ ジ へ 入学す るまで の

10年 問を ［t本で 暮 らした．1945年 12 月 24 日，ベ ア

テ は 連合一巨鵜司令部 （GTIQ ）民問 入要員 の 一一
人 と し

て 再来 日 した．最初，所属した政党課 で は，日本民工

政冶の 根 本 と な る 政 bLの の査 と，民政局が 全力を挙げ

て 推進 して い た 公職追放 の 調査 な どを して い た が
，

1946 卜2 月 4F ］民政局長ホ イ ッ トニ
ー

か ら 屬 法草案：

者と して 任命され た の で ある，

　 ベ ア テ が起 tH
．した条文，つ ま り民工的な近代家族 の

生成 に 寄 与した女佳 の 権利保障と教宥の 自由が 明 文化

され た 淵源 と して 以 ド5点 を見い だす こ とが で きる．

　
．
  「丿親か らの 彪饗，  10年間 の 在il経駄   米国

ミル ズ 大学 で の 教 育，  被抑圧民族で ある ユ ダヤ 人

と して 受 けた差別経験，  被抑圧 ジ t・ ン ダ
ー・

で あ る

女性 と して
’
建 け た 差洲経験，

　第
・
に

， 母双の ノ 1と して は，母親オ
ー

ギ ュ ス テ ィ

ー
ヌ が ベ ア テ の

串
τ
学 の 宇能 を 見抜 きそ の 教育をL 択 し

て 行 っ た こ と と，げ視 目 身が ［1本女性 の 、：’：場 に 閧心 を

録 っ て い た こ とで あ る．ベ ア テ は，目本語 をは じめ ド

イ ツ
”
π

，フ ラ ン ス 「「訐，ノ弥吾，ロ シ ア 語，ラ テ ン 語 の

6 力 国 r吾 を巧 み に操 る こ とが で きた．こ れ らの 6 力 団

凵 」1を 駆使 して 各1f1の 辻、法を1、ノL み ，葱法L　の llト の 乏7y

に す る こ と が で きた．また ，［」况 オーギ コ ．ス テ ィ
ー．・

ヌ

は， H本 如 1の vlt　J｝に 閃 心 を持 っ て お り，1936乍 に

（71
【
r

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



Japan society of Home Economics

NII-Electronic Library Service

Japan 　sooiety 　of 　Home 　Eoonomios

日本家政 学 会誌　Vol．50　No、10 （1999）

表 1．ベ ア テ ・シ ロ タと憲法研究会が参考に した諸外国憲法の 条文

諸外国憲法　 条項 条 文
ベ ア テ 　憲法研

草案　　究 会

118条　 ソ 同 盟の 市民 は，労働 の 権利即 ち労働の 量及 び質に相当す る支払を保障 され た

　　　 仕事 を得 る 権利 を有す る
12

11g条　 ソ 同盟 の 市民 は，休息の 権利 を有す る．休息の 権利 は，労働者及び 職 員の た め

　　　　に，8時間 労 働 日 を制 定 し，か つ 困難 な労働条件を有する多くの職業の た め に，
　　　 労働 日を 7 時間な い し 6時間に，か つ 特別 に 困難な労働条件 を有する 職場 に お

　　　　い て は ，4時 間 に短縮 す る こ と に よ っ て 保 障 され，さ らに 労 働 者 及 び 職 員 に対

　　　　して ，年次有給休暇 を設定 し，か つ 勤労者 に対する 奉仕 の た め に，広く行 き渡

　　　　っ た療養所，休息の 家，及び クラ ブ を供与す る こ とに よ っ て ，保障 され る．

14

120条　 ソ 同盟 の 市民 は，老齢，並び に疾病 及 び労働 能力の 喪 失 の 場 合 に，物質的保 障

　　　　を受け る権利 を有す る．こ の 権利 は
， 国 家の 負担 に よ る労働者及 び 職員の 杜会

　　　 保険の 広汎な発展，勤労者 に 対す る 医療の 無料提供，並 び に 勤労者の 利用に 供

　 　 　 せ られ る広 く行 きわ た っ た 療 養 地 網 の 供 与 に よ っ て 保 障 され る

第24条
　 　 　 　 　15
第29条

ソ ビ エ ト社　121条
会主 義共利

国同盟 憲法

（1936）

ソ 同 盟 の 市 民 は 教 育 を受け る 権 利 を 有 す る．こ の 権利 は 7年の 普 通 義務教 育，

中等教育の 広汎 な発達，中等及 び高等教育 を含め た あ ら ゆ る 種類の 教育の 無料

制，高等の 学校にお け る優 秀 な学生 に対す る 国家 的 給費の 制 度，学 校 にお け る 母　第21条
語 に よ る授業 ，並 び に工 場 ， 国営農場 ，機械 トラ ク タ

ー
配給所 及 び コ ル ホ

ーズ に

お け る勤労者 に 対す る 生 産，技術及び農業の 無償教育組織 に よ っ て 保障 され る

122条　 ソ 同盟 に お け る女 了
・は，経済的，国 家 的，文 化的 及 び社 会的 ・政 治的 生 活の す

　　　　べ て の 分 野 に お い て，男子 と平 等 の 権利 を与え ら れ る ，こ れ ら の 女子 の 権利 を

　　　　実現す る 口J
』
能性 は，女 了

・
に 労働，労 働 賃金，休息，社 会保 険及 び教 育に 対 す る　 第19条

　　　　男了
・と平等の 権利が 与 え られ る こ と，母及 び 子の 利益が 国家的 に 保護 され る こ 　 第26条

　　　　と，多児の 母及び独身の 母の 国家 的扶助，妊 娠時に 女子 に 有給休暇が 与え られ

　　　　る こ と，広汎 な産院，託児所 及 び幼稚園 網の 提供に よ っ て 保障 され る

16

123条　 ソ 同 盟 の 市民 の 権利 の 平等は ，そ の 民 族及 び人種の 如何 を 問わず ， 経済的 ， 国

　　　　家 的，文 化的及 び社会的 ・政 治的生 活の す べ て の 分 野 に 亘 っ て 不 変 の 法則 で あ

　　　　る．市民 の 人種的又 は民 族的所 属 か らす る，如何 な る 直接 もし くは 間 接の 権利　第 6条

　　　　の 制限も，また は反対 に，直接 もしくは 間接の 特権 の 設定 も，並 び に 人種的も

　　　　し くは 民族的排他性，また は 憎悪 及び 軽 蔑 の 宣 伝 も，法律 に よ っ て 処 罰 せ られ る

617

109（1） す べ て の ドイツ 人 は，法律の 前 に平等で あ る

男 了
・
及 び 女 了・は ，原 則 と して 同　の 公 民 権 を有 し，公民 と して の 義務 を負う

第 6条　　 6

109（2） 第26条　　16

ワ イマ
ー

ル

憲法 〔独）

（1919）

109（3） 出生 また は 門 地に よ る 公法上 の 特権及 び不利益な取扱 は ，廃 ILさ れ る もの とす

　　　　る．貴族 の 称号 は氏 名の
一

部 と して の み 通 用 し，か つ ，今 後 こ れ を授 与 す る こ

　　　　と は 許 され な い ．称号 は，官職 また は 職業 を表示する と きの み ，こ れ を授与す　第 6 条

　　　　る こ とが 許 され るが，学位 は こ れ に よっ て 影 響 を受 け な い ，勲 章及び 栄 誉記章

　　　　は，こ れ を国 が授与 す る こ と は許 され な い ．

67

ll9〔1） 婚姻 は，家族生 活及 び 国民の 維持 ・増殖の 基礎 と して ，憲法 の 特別の 保護 を受
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第18条
　 　 　 　け る，婚 姻 は 両性 の 同権 を基 礎 と す る

　　　　家 族 の 清 潔維持 ，健 全 化及 び社 会的助 長 は，国 及 び rff町村 の 任務 で あ る．子 供　第 上8条
ユユ9 
　　　　の 多い 家庭 は，こ れ を埋 め 合わせ る 配 慮 を求め る 権利 を 有す る 　　　　　　　 第24条

工19（3）　母性 は，国 の 保 護 及 び配 慮 を求 め る権 利を有 す る 第19条

120条　 子 を教育 して ，肉体的，精神的及 び社会的 に 有能 に する こ とは ，両 親の 最高の

　　　　義務で あ り，か つ 自然 の 権利で あ っ て ，その 実行 に つ い て は，国家共同 杜会が 　第2工条
　　　　こ れ を監督する

8 〔8
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表 1．（つ づ き）

諸外国憲法　 条項 条 文
ベ ア テ　憲法研

草案　 究会

121条　 嫡禹で ない 子 に対 して ，立 法 に よ り，そ の 肉体的，精神的及 び社会的成 長に つ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 第19条
　　　　き，嫡出子 に対する と同

一
の 条件が 作 られ なけ れ ば な らな い

122条　 少年 は酷使 されない よ うに ， 並びに道徳的，精神的または 肉体的 に放任 され る

　　　　こ と の ない よ う に，こ れ を保 護 す る もの とす る．国及 び市町 村 は，そ れ に必 要　第25条

　　　　な処 置 をと ら なけ れ ば な らな い

ワ イマ
ー

ル

憲法 （独）

　（1919）

142条　 芸術，学問 及 び そ の 教授 は 自由で ある ．国 は，こ れ ら に保護 を与え，そ の 奨励
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 第33条　　8
　　　　に参 与す る

148条 　 すべ て の 学校 に お い て は ，ドイ ツ 民族性 と国際協調 の 精神にお い て ，道徳的教 養，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 第21条
　　　　公 民 と して の 志操 ，

入 格及 び 職 業的能 力 の （開 発）が 目指 され る もの と す る

161条　 健康及び労働能力を維持 し，母性 を保護 し，か つ ，老齢 ， 虚弱 及 び，生活の 転

　　　　変 に 備 え る ため に，ラ イ ヒ は被保険者 の 適 切 な協力の も と に，包 括的 保険制度

　　　　を設 け る

第29条　　15

163〔D　 ドイ ッ 人 は，そ の 人 身の 自由 を損な うこ と な く，そ の 精神的 及 び 肉体的な カを，
　　　　全 体 の 福 祉が 要求す る よ うに ，活用す る道 徳的 義務 を有 す る

11

163（2）　 ドイ ツ 人 に は，経 済 的 労働 に よっ て そ の 生 活 の 糧 を得 る可 能 性 が 与 え られ る べ

　　　　きで ある．適当な労働の 機会が 与え ら れ ない 者に対 して は ，そ の 限 度 に お い て

　　　　そ の 者 に必 要 な生 計の た め の 配慮 が な され る

2
匚

」

−

1

　 （1790

ア メ リ カ 合

衆国 憲法

　（1920）

追 加修 　連邦 議 会 は，国 教公 認 し，宗教 的行事 の 自由な執行 を禁1Lし，言論 及 び出 版 の

正 1条 　自由又は 人民が 平穏 に 集会 し また 苦痛 の 救済 を政 府 に請願す る権利を剥 奪制限 　 　 　 　 10
　　　　す る法律 を制 定 す る こ とが で きな い

追 加 修 　合衆 国市 民 の 投 票 権 は，性 の 故 を も っ て ，合 衆国 に よ り或 い は 各州 に よ っ て ，
11
，119条　拒否 さ れ 又 は 制 限 され て は な ら な い

16

フ ィ ン ラ ン ド 養
．
r・縁

憲法 （1922） 組法

養子 を迎 え る 場合は ，配偶者の ある 者は ，婚姻関 係が 継続 し て い る 限 り配 偶者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 第20条
との 合意 に お い て 決定 しな け れ ば な らな い

憲 法研究 会草 案 は，最終案を参照 し，
高田 と初 宿 （1997），

条数が付 け られ てい ない の で 第 1章か らの 通 し番号と した．出典 ：大石 （1956＞，

ヨ ーロ ッ パ に行 っ た 際に，日本女性に つ い て講演 して

い る ．ベ ア テ が 母親か ら，農家の 娘が凶作に なる とお

金 で 身売 りさせ られ る話や ，離婚の 権利が 男性に しか

ない ，女性に は選挙権がない ，等の こ とを聞か さ れ て い

た こ とが，日本女性 の 立場を改善 しよ うと条文に さま

ざまな 女性 の 権利 を規定す る 原動力と な っ た とい え る．

　第二 に， 5歳の 時に来 日 し て か ら 15歳で ミ ル ズ 大

学に単身留学す る まで の 10 年間を，日本で 過ご して

い る こ とで あ る．日 本 の 女性 の よ うすを実 際 に 回 に し

た り，梅原龍三郎の 紹介で 8 年間お手伝 い を した小柴

美代か ら聞 い た話等 で ，ベ ア テ は 日本社会 の 下層部 に

至 る まで 詳 しく，GHQ 起草 メ ン バ ー
の 中で 最 も目本

の 事情 に 精通 して い た とい え る．だ か ら こ そ 日本 の 実

情を考慮 した 詳細 な条項を規定する こ とが で きた と考

え ら れ る．

　第三 に，l！i！L身渡米し て学ん だ ミル ズ大学 で の 教育方

針で ある．ミル ズ大学は，カ リ フ ォ ル ニ ア の 女子大学

で ，女性の 学長は，女性が 教育を受け社会に 還元する

必要性を語 り，経済力を持ち自由で 男性 に 頼ら な い 自

立 した 女性像 を求め て い た．こ の 大 学 で ベ ア テ 自身，

理 想とす る女性像を築きあ げた と考え ら れ る．

　第四 に，ベ ア テ 自身が被差別者であ っ た こ とで ある．

少女時代に 通 r ・ て い た ド イ ツ 人学校 で ，日本 に い な が

らもユ ダヤ 人 で あ る とい う理 由で ナ チ の教師か ら迫害

を受け て い る．こ の た め ア メ リカ ン ス ク
ー

ル に 転校 し

た 経験 が 実際 に差別 を受け た 者 の 視点 か ら社 会を と ら

える 目を 培 わ せ
， 具体的 か つ 現実味 を帯 び た 条項が起

草さ れ る こ とに な っ た の だ と い える．

〔9．｝ 9
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　 第五 に，大学
／蓉兼後，ニ ュ

ー
ヨ
ー

クで 生活をして い

る ときに勤め て い た タ イ ム 誌で 女件 と い う埋 巾で 差別

を乏け た こ とで あ る．女性 に は 記事 を 吉 くこ と が許さ

れず，補助的事務作業が 主で あ っ た ．こ の ttx験 か ら，

真に 茎別され る者の 痛み や辛さ を自分 自身 の もの と し

て 追体験す る こ とが で き，弔に 長面的 に過 ぎな い 条文

で はな く，細部に わた っ て社会権を規定した 条文 を起

草す る こ と が で きたの だ とい えよう．

　ベ ア テ が起卓作業 に 携 わ っ た時 の 年齢は弱冠 22歳

で あ っ た けれ ど も ，
ピア ニ ス トの 父親につ い て 壯界を

汳 り歩 くな ど して さまざまな異国文化を見 て経験 して ，

グ ロ ーバ ル な 視野 で 博識 に な っ て い た ．ベ ア テ が起草

した条 文 は，決 して 122歳 の 女性か 起1
， した」こ と

を理由に非難す る こ と を詐 さない ほどの 内容を含有す

る もの で あっ た ．

　（3＞ 憲法倒究会草案 との 対比

　占領下，GHQ に よ っ て すす め られ た 日本 の 政治 に

関 す る民 主化政 秉は，1945 年 101 ］4rl に 出 さ れ た

「政治的民事的及び宗教的自由に対 す る 制限 の 撤廃 に

図す る覚書」 に よ っ て開始 された．こ の指令に よ り，
こ れ まで 欽定憲法の トで 思想 や表現の 自出を東縛され

て い た国民 は 政治活動を開始 し，大日本帝国憲法が 改

正 される に あた っ て，自らの手で 新憲法を制定し よ う

と 活動 を 展開 し始 め る．佐 膝 （1964，733−734．） に よ

れ ば，民 問．草案 ぽ 約 12 あ っ た こ とが確認 で きる．中

で もGHQ や 日本政府 で は な く，被治者 の 国民に 日を

向け，最 も早 く憲法草案 を発表 した 憲法餅究会 の 活動

は，民間団体 の 中 で も注 目 に 値す る．

　憲法研无会は 近衛の 憲法改正 を 断念 した岩淵辰雄を

は じめ高野岩冠郎，森戸辰男，杉森孝次郎，馬場恒吾，

f一伏高信，鈴木安廠の 7 人 が集ま っ て つ くら れ た．彼

らは ソ ビ エ ト社歪 卜義共和国同盟恵法や ドイ ツ の ワ イ

マ
ー

ル 憲法を摸範に，新た に規定 され る べ き国民 の 権

利義務 と して ，「言論学術芸術宗教 の 白由」 1労働 の 義

務」「労働 に 対す る 報酬 の 権利」「休息権」「∠乍疾病

の 際 の ノk活保障 」】男 攵平等の 権利」「民族人種差別び）

述
止」 を挙げ て い る ，マ ッ カ

ー
サ

ー
卓案 の 発 衣以前 に，

「男 女 」 と い う青 葉 を 用 い て 平等 を 規定 した 条項が盛

り込まれた‡案は，感法研究会の ギ だ けで あ る
＊ ［．俣

剖

た だ し，マ y カ
ー

サ
ー［，虐 ． ／ 侯 に お い て は ，社 会

　党 をは じめ ，L［本 fl庠党 が 「早 女の 平 甘」 を，思 法

　懇話会が 「法 の ドの 平 り 」 を ， H4 ゴhl套
』1陽 会 の 東

　求弁護士 会が 「社 厶 蚊 1〕 ヒ経 済 ヒの 十亭」 を，tg草案

　 に 明 口己し
．
ぐい る．

範 とし た 謄 法は ，f昌然 に も後に
， 憲法研究会 の 草案 を

知 らな い ベ ア テ が 硬範 に した 憲法 と 同 じ で あ っ た ．ベ

ア テ と憲法研究会が 参考に した 諸外国憲法 の 条文を表

1に まとめ て琵示す る．ベ ア テ 甲 東の 内容 で，憲法研

究会．早 案 に ない 内容 は，」教育の 機 会の 平等」等の 「児

董」 に 閃す る もの で あ り，こ の 視点は憲法研究会 に は

欠け て い た．

　釦木 （1967） に よ れ ば，憲法研 究会 に お い て ／2 月

1⊥口の 段 階 で ，23あ っ た 回民の 権利莪務条項は，最

終的 に は 詳細な条文は必要で は な く根本要綱を耶 せ ば

足 りる とい うこ と か ら，工3 に まで 削減 さ れ て い る．

削除 さ れ た 条坦 に は
， 「十 九

， 健康及労働能力を維持

し魔婦を保 、隻しそ の 他 の
・
定年齢以 「の 労働 を禁止す

る ため 国家は適切 な る 施策 を なすべ し 1が あ り，産 婦

の 保護 を 条項 と して 取 り ヒげ て い る と こ ろ に，ベ ア テ

が起草 し た第 ユ9 条 「妊婦及 び 乳児 の 侏 育 に 当た っ て

い る 母説 は，既 婚 で あ る と否と を 問 わ ず，国 の 保 蔓及

び そ の 必要 とす る 公 の 扶助 を受け る （以 下略）」 と の

共通性が見い だせ る が ，ど ち ら も削除 さ れ て い る．

　 こ の 意法研 究会 の 憲法改 1「要綱は，12月 26 目 1 首

相と GHQ に 提出され，28 日 に朝 ti新 聞で発表され た．

佐藤 （1964，830）に よれば，私的グ ル ー一プ の 私案に

すぎない こ と と，そ の 内容が当時 と して は 革新的す ぎ

て 現実 の n］
’
能性 に 訴 える もの が な か っ た こ とか ら 国民

へ の 大 きな反響 は な か っ た と され る．しか し，（｝HQ

の 上層部で は高く評価 され て お り，記憶 に と どめ て お

きた い 価値の ある もの と考えられ る の で ，以下 に 旧民

権利義務の 条項 を示す．

　恵 法研究会草案 1憲法改 正 要綱」

　国民権利 戎 務 僚 体 の 6−一一　18条にあた る）
一
，国民 は 法律の 前に半等に して 出生 又 は 身分 に 基づ

　　 く
一

切 の 差別は之 を廃止す
一
，爵位勲 卓其 の 他 の 栄典 は総て 廃止す

．一
，国民 の 言 。侖学術芸術宗教 の 自FRを妨げ る如何 なる

　　法令をも発布す る を得ず

t
，国民 は拷問 を加へ ら る る こ と な し

．．・・
，国民 は 国民誘願国民発案及 び 国民表決の 権利 を有

　　す

一
，国民 は労働の 義務を有す

．一，国民 は 労働 に 従薯 し其 の 労働 に 対 して 卞k酬 を受 く

　　 る の 権利 を 有す

・
，巨1民 は健康 に して 文化的水準 の 些活を営む権利 を

　　イiす
．
，国民は休息 の 権利 を有す　国家 は 坂 高 8 晦問労働
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ベ ア テ ・シ ロ タ A 案の 背 t“；と恵 法研究 会 中案

　　 の 実施　勤労者 に 対す る有給休暇制　療養所社交

　　教養機関の 完備 をなす べ し

一・
，国民は老年疾病其 の 他 の 事情 に よ り労働不能 に 陥

　　 りたる場合 生活 を保障 さる権利 を有す

一
，男 女は公 的並 び に私 的に完全 し丁等 の 権利 を享有

　　す

一
，民族人種 に よる先別 を禁ず

一
，国民 は民† t 義並 びに→和思想 に基 づ く人格无 成

　　社会道徳硲立諸民族 と の 共 1司に 努 むる の 我 務 を有

　　す

　　　　　　　　　　　（カ タ カ ナ は仮名に なお した）

　高柳等 （1972，27−40）に よ れ ば，G｝IQ の 憲法草案

運営委員で あ っ た ラ ウエ ル は，民門甲．案の なかで 憲法

研 究会に m も注 ［1して お り，1946年 1月 ll 口 に提 出

さ れ た 「幕僚長 に対す る覚＃ 一私 的 グ ル ープ に よ る 憲

法改正 草案に対す る所見」に お い て ，現行憲法 と比 べ

て は る か に実効的，氏キート義的で あ ると高く． 1価 して

い る．しか し，ベ ア テ は 憲法研究会 の 草 莱 を参考 に し

た覚 え は な い と語 っ て い る こ とか ら，ラ ウ エ ル は

GHQ 内の モ デ ル 憲法起草者に稲介は しなか っ たよう

で あ る．ラ ウ エ ル は こ れ に 先 立 つ 1945乍 12月 6 日 に

「レ ポ ー
ト
・
日本の 憲法に つ い て の 隼備的研究と提条」

を憲法改幵こに 関する会談を 日本政 府と行う際の 資料 と

して 作成 して い る．大 日本帝国憲法に つ い て の 調査 結

果 を ま と め音見 を 添 えた もの で あ る が ，人権に 関 し て

は，憲法研究会が 綱か く規定し て い た，男女平 、争，8

峙問労働 ，
生 活イ牙障 と い っ た 徃会権に つ い て は ふ れ て

い なか っ た．

　 ケ ー一デ ィ ス （ユ993，34）に よ れ ば，GHQ 草案起草

に は 口本側 の 卓禾 が 最 も役 に 立 ち，「進歩党，自由党，

社会党な どが発表 した 憲法草秉 の 概略，民問団体や個

人が隼備 した そ の 他 の 改正嘉案一．一一た とえば，ラ ウ エ ル

が覚え書 に 記 した 恵法研究会案，さら に 憲法懇談会＋t
一

の 艮所が参考」に され た と 記 され て い る．

　憲法研究会 と ベ ア テ の 交流 は皆無で あ っ た に もか か

わ らず，条文 に 共通性 が 見 い だせ る の は
， 参考に した

譖外国急法が冂 じで あっ た か らと考え ら れ る．ベ ア テ

卓案 と恵法研究会果 との 条文の 共通且を衣 2 に 示す．

両者 は 通底す る民 i ヒ義思 想 の ドで ，ソ ビ エ ト：思 法や

ワ イマ ール憲法 とい っ た于厚 い 社会侏 1早 が規定 された

憲法を摸軛 に，戦後ポ ツ ダム ：fi
…
誼こ則 した田民主権の

民主上義に 基 づ く新 斥 日本を 夫 現す る に ふ さわ しい 憲

法をLL4
”
した．鈴木 〔19．　67，295）は，「マ ッ カー

サ
ー

甲

．
案 は，人身の 自由等 に つ い て の 保 阡規 た の 点 にお い

て は，我 々 の 草案 と は 比す べ くもな くす ぐれ た もの で

あ る け れ ど も，い わ ゆ る社会的其本権の 規定 に お い て

は，我 々 の 草案の 見地 に は，は る か 及ばな い 」と後に

記 して い る．しか し， 実際に は
， 恵法研 究会 の 活動 と

は無縁 の ベ ア テ が憲法弸 究会案と 非常 に 類似 し た 社会

的基本権を起草 し て お り，しか もそ の ル …
ツ に共通性

を見 い だす こ とが で きた．ベ ア テ がた草した社会的基

本権 の 条項 の 多 くは マ ッ カー
サ

ー
草案の 起草過程 で 削

除 され て しま っ て い た た め，鈴木 が こ の よ うに 感 じた

の も無理 は な い ．

　両者 の 草案 の 軌跡 をたどる と，ベ ア テ の 起草 した第

24 条 （家庭 に おけ る 男 女平等） や 第 26条 （教育 の 機

会の 平等） は残 り，また憲法研究会 の 起 甲 した条摂は

ラ ウ エ ル 等に 高 く評価 され て GIIQ の 上層職貝 の 意誠

の 中 に取 り入れ られ，日本国憲法 に 引 き継 が れたと考

え られ る．また，急法研究会：4案の
一

つ 「国民 は健康

に して 文化的水準 の 生活 を営 む権利 を有す 1 は，衆議

院事務局 （1995，llO−118）に よ れ ば，1946年 7 月衆

義院特別委 貝 会小委員会の 戸 田委貞長が憲法研究会の

　
・
員で あ っ た森戸辰男委員 （社会党）の 意見 を取 り人

れ る こ とで，日本 国憲法第 25条 に生か さ れ て い る，

　（4） ベ ア テ草案の 先進性お よ び限界

　以 ．L，ベ ア テ草案の 先進性と限界を具体化す る ため ，

草業作成 の 背景を考察し て ベ ア テ 起 早 条項 の 淵 源 を 見

い だ し た．ベ ア テ が 参考に した 諸外国憲法 と，ベ ア テ

が憲法草案を起草す る約 2 カ 月前に 同じ諸外国憲法を

参考 に して 作 ら れ た憲法研究会 の 草案 と ベ ア テ 草案を

比較 し て考察を加えた ．これ ら を糺括 して ，ベ ア テ 草

案の 先進 吐と限界をま とめ る．

　 まず，先進的部分 を 3 点あげ る．

　第
・
に，家庭に お け る 男 女の 平等を規定 し た 第 ユ8

条
＊ 1
，長予相統 の 廃止 を規定 した All　20 条は

， 家制度

を廃 IEす る だ け で な く， 民 主 liJな 近代家族 の 失 現 を 図

る た め ，家族 と い う私的領域 にお よ ん で 人権 の 法的規

定を行 っ た と い う点で 先進的で あっ た，ベ ア テ が 参考

に し た ワ イ マ ール 憲法 （独） の 119（1）条 に は ，1婚
姻は，家族牛 活及び国民 の維持 ・増殖の 并礎 と して ，

憲法の 斗、1別 の 保戯 を受け る ，婚姻は ，両性の 同権を基

’t／GHQ 第
・
次案第18条は，現 意法代誕 条 の モ デ ル と な

　 っ た 条 文 で あ る．通 常 学 説 で は ，鋼 去第 24条 を 「近

　代宗 加
．
を成

匸
二させ た もの 」 とf 置 づ け て い る．辻 村

　 （199i3〕，中 ［lLl（1995） な ど：亡i法 第 24条 を 1
一
近 代原理

　 と して の 個 入 L義 の 徹 底 に よ っ て，近 代 家 族 ・
di　h 服

　 す る 内 容 を もち え て い た 1 とす る 侖文 もあ る．
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表 2．ベ ア テ 草案 と憲法研究会草案の 共通性

参考に した

外国 憲法
GHQ 第

一
次 案 （ベ ア テ草案） 憲法研 究 会 草案

ソ ビ エ ト憲 法

〔123条），ワ イ

マ v−t ル 憲 法

（109条 ）

すべ て の 自然人は，法の 醐 こ平等で ある ．人種，信条，性別，カ
ー

ス ト

又は 出 身国に よ り，政 治的関係，経済的関係，教育の 関係及び家族関係

に お い て 差別 が な され る こ と を授 権 し又 は容認 して は な らな い ．称号，

栄誉，勲章そ の 他 の 栄典の 保有又 は賜与は，い か な る特 別 の 特権をも伴

っ て は な らな い ．ま た，こ の よ うな栄 典 の 保 有 又 は賜 与 は ，現 に 与え ら

れ て い る もの で あ る と将 来 与 え ら れ る べ きもの と を 問 わ ず，現 に こ れ を

保 有 し 又 は 将来そ れ を受け る 者の
一

代 に 限 り
，

そ の 効 力 を有す もの とす

る （第 6 条）

国民は 法律 の 前 に平等 に して

出 生 又は 身分 に 基づ く
一

切の

差 別 は之 を廃止 す （6）

爵位勲章其の 他 の 栄典 を総 て

廃 止 す （7＞

民 族 人 種 に よ る 差 別 を禁 ず

（17）

家庭 は，人類杜 会の 基 礎で あ り，そ の 伍 統 は，善 き に つ け悪 し きに つ け 　男女 は 公 的 な らび私的 に 完全

ソ ビ エ ト憲法

（122条），ワ イ

マ ー
ル 憲 法

（109／ll9条）

国全 体に 浸透 す る，そ れ ゆ え，婚姻 と家庭 と ぱ，両性 が法律的に も祉会

的 に も平等で あ る こ と は 当 然で あ る 〔と の 考 え〕に 基礎 を お き，親の 強

制で は な く相．彑二の 合意 に基づ き， か つ ，男性の 支配で は なく 〔而 性の 〕

協力 に 基づ くべ きこ と を，こ こ に 定 め る．こ れ らの 原理 に 反す る 法律は

廃止 され，そ れ に 代わ っ て ，配偶者の 選択，財産権，相続，住居 の 選択，

離婚 並 び に 婚 姻 及 び家 庭 に関す る そ の 他 の 事項 を個 人 の 尊厳 と両 性 の 本

質的平等 の 見地 に立 っ て 定め る 法律が制定 さ れ るべ きで ある （箒18条）

女 r．は ，公 職 につ く権利 を含 め て あ らゆ る職 業を選 ぶ 権利を有 し，か つ ，

同等の 仕事 に 対 し男子 と同
一
の 給 与を受ける （第26条）

に平等の 権利 を享有す （16）

ソ ビ エ ト憲法

（120条），ワ イ

マ
ー

ル 憲 法

（161条）

老齢年金，扶養手当，母親援護及び 事故
・
健康

・
廃疾

・
失業

・生 命保険

を含む 適切 な社 会 保険 制 度が 法律 に よ り定 め られ なけ れ ば な らない ．そ

の 条 件及 び規 定 は，少 な くと も国 際労働 局 及 び国 際 連 合 に よ り承認 され

た 最 適 基準 に適 合 す る もの で な け れ ば な ら ない ．女子 ，児 童及 び 恵 まれ

ない 人 々 に 対 し て は，特別 の 保護が
「
♪え ら れ な け れ ば な ら な い ．国 民 を

故意 に招 い た もの で ない
一

切の 貧困 と放置か ら 保護 す る こ とは，国民の

義務 で あ る （第29条）

国民は 老年疾病其の 他の 事情

に よ り労働不能 に 1陥 りた る 場

合生 活 を保 障 さる権利 を有す

（15）

ソ ビ エ ト憲 法

（122条），ワ イ

マ
ー

ル 憲法

（1ユ9／121／122）

妊 婦 及 び乳 児 の 保 育 に 当た っ て い る 母親 は ，既 婚 で あ る と否 と を問 わ ず，　 健 康 及 び労 働 能 力 を維 持 し産

国の 保 護 及 び その 必 要 と す る 公 の 扶 助 を受 け る．嫡 出 で な い 了・は，法 律　婦 を保 護 し其 の 他
一
定年齢 以

上 不利益 に取 り扱 わ れ て は な ら ない ．嫡 出で ない 子は，その 身体的，知　 ドの 労働 を禁止す る た め に 国

的及び社会的成長 につ き嫡出子 と同
一

の 権利及 び機会が与え られ なけれ　家は適切なる 施策をなすべ し

ば な らな い （第ユ9条）　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　 （最終案で は カ ッ ト）

　　　　　　　 知的 労働並 び に 著述 家，芸術家，科学者及び 発明 家の 権利 は，日本人 に
ワ イ マ

ール 憲
　　　　　　　 よる と外 国 人 に よ る と を問 わ ず，法律 に よ り保 護 され る 〔第33条）
法　（ユ42条 ）

国民の 言諭学術芸術 宗教の 自

由を妨 げ る如何 な る法令 を も

発布す る を得ず （8）

憲法研究会草案は 条数が 付け られ て い な い の で 第 1 章か らの 通 し番号と した，

犬丸 （1989），憲法研究会草案は ，佐藤 （1964）．
出典 ：GHQ 第

一
次案 （ベ ア テ 草案〕は，

礎 とす る」と して，婚姻に おけ る 両性 の 同権を規定 し

て い る が，家族生活全般 に わ た る 規定 で はない ．こ の

前文 に は 家庭が子供 を 産 み 育て る 場 と して の 保護 が示

され て い る，また
，

1工9 （2｝は 子供 の 多 い 家庭 の 保護 ，

119（3）ぱ母性保 護 で ある こ と か らも，了
・
供 に か かわ

る こ と を 中心 と した 両性 の 則権規定 で ある こ とが わ か

る ，ベ ア テ が第 18 条 に 規定 した 条文 で は ，「配偶者の

選択 ，則産権，相絖，佳居 の 選択 ，維婚並 び に 婚姻及

び 家庭 に 関す る そ の 他の 事項 を個 人 の 尊厳 と両性 の 本

質的平等 の 見地 に 立 っ て 」 と して
， 家庭 生 活 全 般 に わ

た る 男女平等規定 を して い る．1993 年 に ウ ィ
ー

ン で

開催さ れ た 1．V界人権会議で は，「女性 の 権利は 人権」

12 （12 ）
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とい うス ロ ーガ ン の もと，夫か らの 暴力や 父か ら娘に

対す る性的虐待などが報告された．そ して，女性の 人

権保障 に は，公私 を区別 して は な ら ず，私 的領域 に お

ける人権侵害をな くす こ とが強調 された．原因として，

家庭が私 的領域 で あ り，今 まで 法的介入を受けて こ な

か っ た こ とが指摘 さ れ ，「女性 に対す る暴力撤廃宣言 1
が 採択さ れ て い る こ とか ら も，1945年の段階で ベ ア

テ が私的領域 に踏 み 入 っ て ，家庭生活全般に わた る男

女平等 を憲法 に 規定 したとい う事実は，きわめ て 先進

的で あ f
） た とい え る，

　第二 に，マ ッ カー
サ

ー
案 として は最終 的 に削除 され

た の だが ，第 19条の 母性保護 と非嫡出子差別 の 禁止，

第 26条男女同
一
価値労働同

一
賃金は，後に各種の 法

制化 の 課題 として残 っ たとい う点 で 先進 的で あ っ た と

い え る．母性保護 は，後 に 1947年労働基準法 に よっ

て 実現する．非嫡 1
「Vl子差別 の 禁1ヒに つ い て は現在，民

法改正 で 闕題 に あが っ て い る項目の
一

つ で ある．職業

に 関 して は，労働基準法 で 男 女同
一・

労働 同
一

賃金 が 規

定されたが，ベ ア テ は 「同等 の仕事」とい う言葉で ，

今なお課題になっ て い る男女同
一・

価値労働岡
一
賃金 の

条文の 起草を して い た こ と に 先進性 が 認 め ら れ る ．参

考に したと考えられ る ソ ビエ ト憲法 に は労働 と労働賃

金 の 男女平等規定があるが，男女同
一

労働同
一一

賃金 ま

で 規定 した 条文と は 読 み 取 れ ない ．

　第三 に 第 21 条，zz　24 条 ， 第 25 条 で 児童 の 権利 を

と りあげて い る こ とで あ る．ベ ア テ が参考に して い た

欧米諸外国憲法に は女性 の 権利 に つ い て の 記述 は多数

見られるが，児童 の 権利 に 関す る記述 は わずか
．一つ

，

ワ イマ
ー

ル 憲法第 122条 に み られ る 程度 で あ る．しか

し，ワ イマ
ー

ル 憲法 の 視点は 「弱者の 保 護」 に 対す る

国家 の 責務を規定す る もの で あ っ て
， 子 ど もを権利 の

一ヒ体者 と して と らえて い る と は 言 い が た い ．そ の 点，
ベ ア テ は，子 どもを 「権利の 主体者」として と ら えた

起草 を行 っ て い る 点 で 先進性が認 め られ る．先に考察

した憲法研究会草案に も 「児童」の 視点は なか っ た ．

日本国内の 諸団体案に 「児童」とい う文字を見つ け る

こ と は で きな か っ た ．H本国憲法が施行 され る の とほ

ぼ時を同 じに して ，ユ946年 5 月 5 冂，「児童憲章」が

制定さ れ て い る．しか し，「子どもの 権利条約」が国

連 で 採択 さ れ た の は ，1989年 11 月 20H の こ とで あ

る．こ れ は，19．　24 年 の ジ ュ ネ
ー

ブ子 ども権 利宣言お

よ び，ユ959年 に 国連 で 採択 された子 ど もの 権利宣言

な ど を想起 して 採択 して い る の だ が
， 時代的 に 「子 ど

も」 も大人 と同等 の 「権利 の 受給者」 で あ る こ とが広

く認識さ れ る 以前に，子 どもの権利の こ とを規定 して

い る 点は きわめて 先進的で あ っ たとい える．

　次 に ベ ア テ の 限界 と し て は， 2 点指摘 で きる．

　第
一’

に，ベ ア テ 自身 （1995，164）当時 を振 り返 っ

て 指摘 して い るよう に第 29 条に老齢年金 の 保障を掲

げて は い る もの の ，祉会福祉 の 視点を高齢者に まで 目

を向けて 起草し て い な い 点を指摘する こ とが で きる，

「二 卜二 歳 の 私に は，老人 の 福祉 とい うこ とまで 考え

が 及ばなか っ た．そ の こ ろ 西 欧諸国で も，老人 問題 は

ほ とん ど取 り．ヒげ ら れ る こ とが なか っ た か らで ある，

今，もう
一
度私に チ ャ ン ス が与え られ る な らば，老人

福祉 に 関す る 条項を必ず付け加 える だ ろ う」と ベ ア テ

は 述べ て い る．ベ ア テ の著書に，ベ ア テ 自身の祖父母

に関す る記述 は見当た らない ．ベ ア テ の 若さ，高齢者

との 関係 の 希薄 さ，今 ほ ど社会的 に高齢化 が 深刻で は

なか っ た時代的背景が原因と して考えられ る．

　第 二 に，居住 の 権利 の 条 項が な い こ とで あ る．第

18条 に 「配偶者 の 選択，財産権，相続，住居 の 選択 ，

（略）を個人 の 尊厳 と両性の 本質的平等の見地に 立 っ

て 定める法律が制定 されるべ きで あ る」 と起草され て

い る が ，こ の 条文中 の 「往居 の 選択 1だけが 「住 1に

つ い て の 規定で あ る．第 29 条に お い て詳細に社会権

を規定 して い る 中 に，「
一
切 の 貧困 と放置か ら保護す

る こ と は ，国 の 義務」 とい う文言があ り，こ れ を居住

の 権利 と解釈するか ど うか で あるが，明確に は居住権

につ い て 蕎及 され て い ない ．　
・
方，憲法研究会草案 で

は，「国民 は 健康に して 文化的水準 の 生活 を営 む権利

を有す」の 条文があ り，こ れは衆議院特別委員会で憲

法研究会 の
一
員 で あ っ た森戸辰男 の 意見が取 り入れ ら

れ た こ と で ，現行 憲法 第 25 条 に い か され て い る．こ

れ まで は こ の 第 25条 「健康 で 文化的な生活を営む権

利」を根拠 に 国民が適切 な住 まい を求める権利が要求

され て きた．1982 年 に 設 立 さ れ た H 本 住 宅会 議 は

「住 ま い は 人権 で あ る 」 こ とを宣 言 して い る，国際的

に は，1976年 に 第 1 図国 連人聞居住 会議 が開催 され

て い る．1996年 6 月，国連主催 の 国連人間膳 住会議

（HABITAT 且） に おけ る イ ス タ ン ブ ー
ル 宣言 で

， 岸

本 （1996）に よ れ ば 「居住の 権利」 を基本 的人権 の
一

つ と して 各国政府が 合意し た，ベ ア テ が 起草作業に 携

わ っ て い た当時，国際的 な 要求と して は も と よ り，国

内的な状況 として も，多くの 国民は戦災で 焼 け出 さ れ ，

住宅 に 困窮 して い たもの の，「憲法 よりめしを 凵 と，住

厨よ りと に か く食べ る もの を要求 して い た時代で あ っ

た．「居住 の 権利」が 時代 的要求 として は表面化 して

（13） 13
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い な か っ た こ とを時代的限界と して指摘す る こ とが で

きる．また，夫質的なベ ア テ の 生活が，　 般 大衆より

は 良い 蕃 ら しで あ っ た こ とも関連 して い る と思 わ れ る．

　4．要　 約

　 H 本国窓法第 3
．厂．
人 権条項 の うち，「男女平・．則 と

「教育の 機会の 平等 1を中心 と した ベ ア テ皐案作成 の

背景を考察 し，ベ ア テ草未 の 先進「生と限界を見 い だ し

た．そ の 結果を以下 に まとめ る，

　（1） ベ ア テ草案作成 の 状況

　ベ ア テ は ，
五

学力を駆使 し，骨外国害決を参摎に引

用 しな が ら，女性 の 権利，教 育の 十 寺 ，労働 若の 権利

等，「女性 と子 どもが 幸せ に な る た め」の条文を作成

し た．

　  　ベ ア テ の 経厘 と起草条項 の 淵 源

　ベ ア テ が起草 した，民主的な 近代家族の 生成 に宙ラ

した 女性の 権利保障と教育の 自由が 明文化 され た 条文

の 淵源 と して ，  母 親 か らの 影響   10年間 の 在日

経験，  米国 ミル ズ 大学で の 教育，  被抑圧民 族 で

あ る ユ ダヤ 人 と して 妥けた差別，  被抑圧 ジ ェ ン ダ

ーで あ る 女性 と して 受 け た并 別 の 5点 を見い だ せ た ．

ベ ア テ は こ の 時弱冠 22 歳 で あ っ たが ，さまざまな社

会や文化に対して グロ
ー

バ ル な視野を持 ち，i専誠で あ

っ た．

　（3） 憲法研究会 早二案 との 対
．
比

　 「1木の 民間草案は約 12あ っ たが，国民 に 口を向け

て い ち早く発表さ れ た 憲法研 究会草案 は注 目 に値す る ，

＄）1た に規定 され る べ き国民 の 権利義務 と して ，1百 論

学術芸術 の 自由」「労働 の 義務」「労働 に対す る報酬 の

権利」「休息権」 「老年疾病 の 際 の 生活保障 1「ワコ 女平

等の権利」1民族 人種差別 の 朱止 「をあげ て い る．模

把と した諸外 国憲法 は，憲法研究会 ￥ 飛を知 ら ない ベ

ア テ が 模範 に した 意法 と同 じで あ っ た．ベ ア テ と憲 法

研究会が参考に した憲法 の 条文を衣 1 に示 した．ベ ァ

テ 草案 と憲法研究会 との 条文 の 共通性 を表 2 に 示 した ．

憲法側 究会草 飛 は GIIQ 上級職員か ら高 く「t1
三価 され ，

その 意識 の 中 に は 取 り入れ られ て い た と6 え ら れ た．

　〔D　ベ ア テ 草來の 先進性お よ び 限界

　 ベ ア テ 草案 （GHQ 　ee’

　
一・

次案） の先進 的な部分と限

界 の 双方 の 指摘を 試 み た．

　先進的部分 として 3 点あげ る こ とがで きた．第
．一
に，

家庭 に おける男女 の T　G・を 規定 した 第 18 条，長 f’相

続の 廃止 を規走 した 第 20 条 で は
， 「家」制度 を 廃 1トす

る だけで な く，民 1 的な近代 豕 族 の 実現 を 図 る た め に
，

家族とい う私的領域 にお よん で法的規定を行 っ た こ と．

h 二 に，マ ッ カ
t．一

サ
・．
草 案 とし

’
（は最終的 に削除 され

た が ，第 19条 の 母 且保 岐 と非嫡 出子差 ）J　IJの 禁止，第

26 条の 男女同
・
価値ジ丿働同

・
賃金は，後に法制化 の

課題 として 残 っ た ．と．犖三 に，第 21条，詐24条，

第 25条で 1児童」の 権利を と りあげ，こ の 時代，一子

どもを 「保護の客体」で は な く 「権利の 主体肴」と し

て とらえた起草を行 っ て い る こ とで あ る．

　次 に ベ ア テ の 陵界と して 2 点指摘 で きた．第
一一

に，

第 25 条に高齢年金 の 保障 を掲げ て い る もの の ，ベ ア

テ 自身も指摘 して い る ように，老人社 会福祉 に関す る

条項 が ない こ と，第 二 に，住居 の 選 択 は あ る もの の ，

居住格等の 居住の 権利に関す る条項がない こ とをあげ

る こ とが で きた．
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